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自治体ホームページにおける

外国人向け医療情報の提供状況

佐々木 空 美1),長 松 康 子2)

報 告

【序論】在日外国人は200万人を超え,医療面での対応が急務とされている｡ インターネットは安価で簡単

に情報を得ることができる｡ そこで本研究では,自治体のホームページの外国人向け医療情報の提供状況を

明らかにすることを目的とした｡

【方法】2000年度国勢調査において,外国人人口が1万人を超える17自治体を対象とし,そのホームページを,

使用外国語 ･情報量 ･操作しやすさの3点で評価 した｡さらに,外国人人口,外国人割合,連携機関の有無

についての関連を調べた｡

【結果】17すべての自治体がホームページを有していた｡ 予算が多く,外国人が多い自治体ほど情報量が豊

富で,外国人割合の多い自治体ほど外国版ホームページは操作しやすい傾向があった｡使用している外国語

は,英語が最も多 く,次いで韓国語,中国語,ポルトガル語であった｡13件 (76%)が外国語の医療情報

を掲載し,医療サービスシステム,日本の保険制度,母子保健等の情報を載せていた｡外国語のできるスタッ

フのいる医療機関や電話による外国語医療相談を紹介する自治体もあった｡

【考察】人口の多い外国語については概ねホームページの外国語に取 り入れられていた｡しかし人口が多い

にもかかわらずタイ語を用いているホームページがないことは問題である｡ 外国人人口の多い自治体ほど外

国版医療情報が充実していたのは,ニーズに対応した結果と思われる｡

【結論】すべての自治体がホームページを有し,76%が外国語医療情報を提供していた｡

キーワー ド:ヘルスサービス,医療情報,在日外国人,インターネット

Ⅰ.研究の背景と日的

近年,日本国内に長期滞在もしくは在住している外国

籍をもつ人々 (以下,外国人)の増加数は著しく,2005

年末には外国人登録者数が 200万人を突破した (法務省

入国管理局)｡これに加え,約 19万人の不法残留者が日

本で生活している (法務省入国管理局,2007)といわれ

ている｡ 外国人が日本で生活をする際には,言語,文化,

人種および宗教などの違いから困難を伴うことが知られ

ているが,医療の現場でも例外ではない｡例えば,日本

独自の国民皆保険制度は外国人には理解しにくく,また,

同じ薬でも国が違えば名称が違う｡さらに,情報源の限

られる外国人は,医療に関しても必要な情報を得るのが

難しい (小林,1993)｡これについて国井は,外国人向

け医療情報の整備が多くの外国人の保健行動促進のため
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に必要だとしている (国井,1993)｡

外国人にとって有効な情報収集手段のひとつにイン

ターネットがある｡相談窓口や電話相談と異なり,時間

を問わずに利用できるうえ,対人サービスを介さずに利

用できることから,日本語の不得意な外国人も利用しや

すい｡近年,低料金でインターネットを利用できる店

舗が普及したことか ら,多 くの外国人に利用されてい

る｡ 政府が ｢誰もが,いつでも,どこでも情報をやり取

りできる｣ユビキタスネットワーク推進 (通商産業省,

2005)を政策に掲げたことから,地方自治体でもIT化

政策が進みつつある｡これを背景に,インターネットは

多様化 ･高度化する医療ニーズに対応するツールのひと

つとして期待されている｡

そこで,本研究は,外国人にとってアクセスしやすい

情報源であるインターネットを用いて,自治体のホーム



ページ上の外国人向け医療情報の提供状況を明らかに

し,外国人向け医療情報の開発に役立つ資料を提供する

ことを目的とした｡

Ⅱ.研究の方法と対象

対象 :平成 12年度国勢調査市町村別主要指標 (法務省

入国管理局)によれば外国人登録者が一人でもいる自治

体は3,173であった｡外国人人口が2万人以上の自治体

は5で,1万人以上が17であった｡5千人以上は53あっ

たが,うち21が東京に集中する上,ホームページを有

しない自治体があった｡そこで本研究では,外国人人口

が 1万人を超える17自治体を対象とした｡

方法 :対象となる自治体のホームページにアクセスし,

1.使用外国語,2.情報量,3.操作のしやすさにつ

いて調査を行った｡

調査項目 :

1.使用外国語

2.情報内容 :1)トップページの外国語版表示,2)

地域情報,3)受診の仕方,4)日本の保険制度,5)

母子健康手帳., 6)外国語版母子健康手帳,7)乳幼

児健診,8)予防接種,9)電話医療相談窓口,10)

外国人に対応可能な医療機関,ll)連携機関とした｡

本研究では,何らかの情報が示されていることが必要

な情報の探索を起こさせるきっかけとなることを重視

し,内容の善し悪しでなく,情報の有無についてのみ

を調査した｡

3.操作のしやすさ :操作性の指標はさまざまあるが,

本研究は,歴史の新しい自治体ホームページの現状を

見ることを目的としたので,外国人ユーザーの利用に

最も影響があると思われる｡ 1)医療情報が散在せず

まとまっているか,2) トップページから外国語版医

療情報までのクリック数, 3)表示の見やすさ, 4)

同一の外国語で表紙から医療情報まで到達できるか,

について調査した｡

分析方法 :

使用外国語は,表示に使われている外国語数を数えた

うえで,それぞれの自治体の外国人人口構成への適合度

をみるため,各自治体の外国人人口の上位 5位までの国

籍と比較した｡

情報内容については,それぞれの項目が示されている

外国語の数を得点とし,その合計点を各自治体の情報量

得点とした｡

操作のしやすさについては,表 1の得点表に基づいて

配点した｡

情報量と使いやすさについて関連する要因をみるた

め,外国人人口数,外国人割合,自治体の予算総額,関

連機関の有無についてSPSSを用いて検定を行った｡
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表 1 操作のしやすさ

項目名 基準 配点

医療情報がまとまっているか まとまっている 1まとまっていない 0

表紙から医療情報までのクリック数 1-click 2
2or3-click 1
それ以上 0

表示の見やすさ(複数回答可) カラー表示 1絵表示あり 1

表紙から医療情報まで同一の外国語で到達できるか できる 1

Ⅲ.結果

1.使用外国語 (表2)

最 も多 くの言語でホームページを訳 していたのは,

6ケ国語に訳した大阪市,名古屋市,神戸市であった｡

外国語別にみると,英語 17件 (100%),韓国語 12件

(71%),中国語 12件 (71%),ポル トガル語 8件 (47%)

の順で多かった｡これを各自治体の外国人人口の上位 5

国籍の母国語と比較すると,58.9%が一致した｡英語習

得率の高いフィリピン人を英語に入れると77.6%が一致

した｡上位5国籍に入っていたにもかかわらず,ホーム

ページの外国語表記に使用されていなかったのはタイ語

3件,韓国語3件,中国語4件,ベル一語2件,ポル ト

ガル語 (ブラジル)1件であった｡

2.情報内容 (表3)

1) トップページの外国語版表示 :15件 (88%)

外国語版の情報があるのにもかかわらず,表紙にそれ

を示す表記がない自治体が2件あった｡

2)地域情報 :15件 (88%)

日本語以外の言語で歴史,公共施設,開催されるイベ

ントなどの地域情報を掲載していた｡

3)受診の仕方 :13件 (76%)

｢医療機関への一般的な受診方法｣(7件),｢休 日･夜

間診療｣(11件),｢緊急時の対応｣(13件)などが示さ

れていた｡

4)日本の保険制度 :13件 (76%)

｢国民皆保険の意義｣(11件),｢健康保険の種類｣(10

件),｢対象者と手続き｣(9件),｢保険料｣(9件),｢保

険給付の種類｣(lo件),｢保険証｣(lo件)についての

情報が掲載されていた｡

5)母子健康手帳 :11件 (65%)

内容は,｢交付方法｣｢手帳の内容｣｢利用可能なサー

ビス｣であった｡
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表2 ホームページの外国語とその自治体に多い外国人

外国 最も多い国籍 2番目に多い 3番目に多い 4番目に多い 5番目に多い そ の他の
語数 国籍 国籍 国籍 国籍 外国語

大阪市 6 華 戟鮮 国 フィリピン ブラジル アメリカ フランス

名古屋市 6 l韓 ■戟l鮮 国 ブラジル フ ■ アメリカ

神戸市 6 燕 ■ 輝 国 アメリカ チラジル フィリピン 夕ガログ

横浜市 5 フィリピン ◆-,ヽ◆ ベトナムl● 77シル 7jtj*

千葉市 5 # ･朝鮮 国 フィリピン ブラジル タイ

京都市 4 灘 ･朝鮮 .尉 アメリカ フィリピン イギリス

尼崎市 4 帝 戟鮮 国 ､ フィリピン アメリカ

東大阪市 3 l韓 ブラジル フィリピン･朝鮮 質 アメリカ

新宿区 3 帝国 タイ フィリピン朝鮮 回 アメリカ

足立区 3 フィリピン タイ ブラジル聴 琵書.己.g､ 壁

福岡市 3 簸 戟鮮 ノ & フィリピン アメJjカ イギリス

大田区 3 韓 蘇 酉 フィリピン アメリカ ブラジル

江戸川区 3 フィリピン タイ● アメリカ

浜松市 2 プ 韓国 .朝鮮 中国 ペノレ- フィリピン

豊橋市 2 jI 韓国 .朝鮮 中国 ペルー フィリピンフ

川崎市 1 韓国.朝鮮 中国 フィリピン ブラジル アメリカ

広島市 1 韓国.朝鮮 中国 フィリピン ノ津浦鮭漁 ブラジル

ホームページに使用されていた外国語

6)外国語版母子健康手帳 :7件 (41%)

17自治体全体で,英語,韓国語,中国語,ポル トガル語,

スペイン語,インドネシア語,ベ トナム語,タガログ語,

タイ語の9ケ国語の母子健康手帳が配布されていた｡

7)乳幼児健診 :lo件 (59%)

｢月齢別の健診内容｣と ｢実施場所｣を示していた｡

8)予防接種 :lo件 (59%)

｢種類｣｢対象年齢｣｢実施場所｣を示していた｡

9)電話医療相談窓口 :11件 (65%)

うち10件はAMDA国際医療情報センターの電話番

号と受付時間を示していた｡

10)外国人患者に対応可能な医療機関 :lo件 (59%)

11)連携機関とのリンク :12件 (71%)

4件が機関と連携してホームページを作成していた｡

上記 1)か ら10)までの項 目の情報内容の合計点を

情報量として算出したところ,得点は5点から62点で,

平均は26.82点であった｡最も高い総合評価を得た大阪

市 (62点)は,6ヶ国の言語において豊富な情報内容を

提供していた｡

3.操作のしやすさ (表4)

さまざまな医療情報が医療以外の情報 と混在 してい

る,ひとつの医療情報から別の医療情報を探すために表

紙に戻らなければならないなど,医療情報が散在してい

るために探 しにくい自治体が 11件あった｡表紙から1
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クリックで外国語版ホームページへとアクセスできたの

はわずか8件であった｡また,同一の外国語で表紙から

医療情報までたどり着けたのは8件で,9件は途中で英

語など他の外国語表示に変わったり,複数の外国語情報

があるのに表紙には表示されていなかった｡

これら4項目について合計点を出した結果(6点満点),

得点は 1-6点で,平均は3.4点だった｡

4.外国人向け医療情報の評価に関連する要因(表5)

各自治体の情報量と操作 しやすさについて,外国人人

口,外国人の割合,予算規模,連携機関の有無との関連

をみた｡

1)外国人人ロ

スピアマンの順位相関検定を行った結果,外国人人口

の多い自治体ほど情報量が多い傾向がみられた (看意確

率 0.048)｡

2)外国人の割合

相関をみたところ,外国人の割合が高い自治体ほど操

作 しやすい傾向があった (有意確率 0.016)｡

3)予算規模

各自治体の平成 18年度予算総額について相関をみた

ところ,予算額が多い自治体ほど情報量(有意確率 0.017)

が多い傾向があった｡

4)連携機関

情報量,操作のしやすさと ｢関連機関の有無｣につい



表3 自治体ホームページの外国人向け医療情報

情 報 操作しやすさ
表紙の外国語表示 地域情報 医療情報 健康保険制度 母子健康手帳 外国語版母子手帳 乳幼児健診 予防接種 相談窓口 外国人対応医療機関 情報量合計

大阪市 6 6 6 6 6 8 6 6 6 あり 57 5

神戸市 6 5 6 6 6 9 6 6 6 なし 56 2

千乗市 5 5 5 5 5 5 5 5 5 あり 46 3

名古屋市 7 6 6 6 6 5 6 0 0 なし 42 1

京都市 3 3 4 4 4 0 4 4 4 あり 31 4

大田区 3 3 3 3 3 3 3 3 3 あり 28 4

新宿区 3 3 3 3 3 0 3 3 3 あ り 25 6

福岡市 3 3 3 3 3 8 0 0 3 あ り 27 3

足立区 3 0 3 3 3 0 3 3 3 あ り 22 4

浜松市 2 2 2 2 2 1 2 2 2 あり 18 6

横浜市 1 1 5 5 5 0 5 5 5 あ り 13 3

東大阪市 3 3 0 3 0 0 0 0 0 なし 9 3

江戸川区 3 0 3 3 0 0 0 0 0 なし 9 3

豊橋市 2 2 0 0 0 0 0 0 0 なし 4 5

川崎市 1 1 1 0 0 0 0 0 1 あり 5 1

尼崎市 1 4 0 0 0 0 0 0 0 なし 5 1

広島市 1 1 0 0 0 0 0 0 0 なし 2 3

*外国人対応医療機関は ｢あり｣を1点, ｢なし｣を0点と配点した｡
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表4 自治体の外国人向けホームページの操作のしやすさ (N-17)

該当する自治体数

医療情報がまとまっているか まとまっている 6(35%)まとまっていない ll(65%)

トップページから医療情報までのクリック数 1-click 8(47%)
2or3-click 6(35%)

それ以上 3(18%)

表示の見やすさ(複数回答可) カラー表示 15(88%)絵表示あり 9(53%)

表紙から医療情報まで同一の外国語で到達できるか できる 8(47%)

表5 外国人向け医療情報の評価に関連する要因

外国人人口 外国人割合 H18年度予算総額
スピアマンの相関係数 ピアソンの相関係数 ピアソンの相関係数

情報量 0.485(p-0.048) 0.086(p-0.742) 0.572(p-0.017)

操作のしやすさ -0.058(p-0.825) 0.574(p-0.016) -0.176(p-0.49)

てT検定を行ったところ,関連はみられなかった｡

Ⅳ.考察

1.使用外国語

最も多 く用いられていた英語は母国語 とする外国人

の割合が 2.8%と少ないが,世界の共通語として第2母

国語として用いられているためと思われる｡ 次 ぐ韓国

語 ･中国語は,国籍別外国人人口の第 1位,第2位を占

めるためである｡両国籍の外国人の多くは日本語のでき

るオールドカマ-であるが,近年増加しているニューカ

マーや旅行者に必要性が高い｡次いで多いポルトガル語

は,在日人口第3位を占めるブラジル人のためのもので

あり安当であると考える｡ 次いでスペイン語が取 り入れ

られたのは,国連の6つの公用語のひとつであることに

加え,平成元年より急増したペルー人に対応しているも

のと思われる｡一方,国籍別外国人人口の第5位に入る

タイ人向けのホームページがないことが問題である｡こ

の背景には,タイ語の翻訳や表記が困難なことが考えら

れる｡もともと英語のできないタイ人は医療へのアクセ

スが悪いといわれており,在日タイ人は2000年当時で

3,573人と多数を占める (法務省入国管理局)ことを鑑

みれば,早急な改善が望まれる｡またタガログ語のホー

ムページを作成していたのは名古屋市の 1件だけであっ

た｡フィリピン人は英語が堪能な民族であるが,在日人

口が多いことと,乳幼児を養育している者が多いことを

考えるとニーズがある｡フランス語およびベ トナム語は,

人口から考えられる必要性は低 く,自治体における作成

の意図は不明である｡いずれにせよ,地域の外国人人口
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の言語特性に合った言語を検討し,使用することが重要

である｡

2.情報内容

ホームページ表紙に外国語情報の表示のない自治体が

2件あったが,リンクボタンの有無は,外国人にとって,

日本語以外の言語での情報提供を行っているかどうかを

知るための最初の関門であると考えられ,重要な役割を

担う｡ したがって, トップページの探しやすい場所に見

やすい大きさで設置することが望ましい｡

17件中 12件が連携機関と共同でホームページを作成

していたが,これらのほとんどが総合評価での上位に位

置していた｡外部の専門機関と連携することにより多方

面からの情報収集が可能になり,よりニーズに即した内

容になったと考えられる｡

自治体ホームページにおける医療情報掲載は 13件と

地域情報 15件を下回っていたが,緊急性の高さを考え

ると医療情報に優先度が高い｡全自治体における早急な

整備を望む｡医療情報の内容は,1)医療サービスシス

テム,2)健康保険制度,3)母子保健サービスに大別

された｡

1)日本の医療サービスシステム

医療システムは国によって異なるので,外国人にとっ

ては理解しにくいものである (丸山,1998)｡ ことに一

般性の高い ｢受診の仕方｣や緊急度の高い ｢休日･夜間

の診療｣｢救急車の呼び方｣は有用である｡ また,東京

都による医療機関案内サービス ｢ひまわり｣のように,

外国語の通じる医療機関情報は,非常に有用である｡

2)健康保険

健康保険は高額な医療費を補助するものとして外国人



にも知られているが,国のシステムとして全国民が加入

する国はほとんどない｡外国人にとって日本の健康保

険制度は複雑で理解しにくい｡中村は,1992年の外国

人の健康保険加入推進は成果が上がらなかった (中村,

2003)としている｡ 今回の調査では,国民健康保険への

加入を促進したい自治体の意図が反映された内容であっ

た｡しかし,後を絶たない日本人雇用主と外国人雇用者

間の労災問題 (古谷,1991)を鑑みれば,社会保険や労

働災害保険についての情報も整備が望まれる｡

3)母子保健サー･ビス

毎年 1万人以上の外国人女性が日本で出産している

(法務省入国管理局,2005)ことから,母子保健サービ

スは外国人にとって最も需要の高いサービスのひとつで

ある｡外国で出産や育児を行うにあたっては多くの困難

が予想されるが,外国人が支援を受ける機会は少ない

(江崎,2003)｡ 両親学級,乳幼児健診および予防接種は,

無料で受けられ,効果が高いサービスであるうえ,医療

者や地域の母子と知り合う貴重な機会となる｡同様に,

母子健康手帳は母子の健康管理に有効な資源として多く

の外国語に翻訳されている｡しかしながら,いずれのサー

ビスも外国人に十分活用されていない｡山川はその原因

を,外国語情報が不十分なことにあるとしている (山川,

1998)｡氏はサービスが活用されるためには,サービス

の存在,利用のための手続きおよび活用方法すべてにつ

いて外国語表記が必要だとしていることから,産婦の多

い中国語,韓国語,ポルトガル語,タガログ語,タイ語

などを用いた詳しい母子保健サービスの利用方法の掲載

が望まれる｡

3.操作のしやすさ

医療情報がまとまっていること,表紙から医療情報ま

でのクリック数.表示の見やすさ,表紙から医療情報ま

で同一の言語で到達できるかの4項目について評価 (6

点満点)したが,自治体の平均点は3.4点であった｡減

点理由のひとつは,外国語の医療情報が散在しているた

め,必要な医療情報にたどりつくまでに多くの操作 (ク

リック)を要していることにあった｡使用者が途中で断

念しないよう改善が必要である｡操作のしやすさについ

ては,実際に外国人に使用してもらい,意見を取り入れ

ることを推奨する｡

また,今回の研究は,一般の在日外国人がいかに必要

な情報にアクセスできるかに焦点をあてたが,将来は視

聴覚障害者のアクセシビリティ向上のための機能も期待

される｡

4.外国人向けホームページに関連する要因

本研究では,外国語医療情報のニーズが高いと思われ

る外国人人口の多い都市を対象とした結果,対象地域は

大都市となったO外国人人口が多いまたは外国人割合が

大きい自治体ほど,ホームページの情報量が豊富な傾向

があった｡これは,住人総数中外国人の割合が高い自治

体ほど外国人向けガイドブックや相談窓口が多い(杉沢,

1993)という杉沢らの報告と一致している｡ また,予算

の大きな自治体ほど情報量が多い傾向があったが,これ

は財政的余裕が外国版サイト作成予算の確保に繋がった

可能性がある｡ 外国人のニーズに応じていると思われる

外国人向けサイト作成には費用とマンパワーの点から,

小規模な自治体では困難を伴う場合も考えられる｡ しか

しながら,外国人を有する自治体は全国3,230件中3,173

件と,ほぼ全国に外国人が生活していることから,どの

地域でも外国人向け医療情報は不可欠になってきてい

る｡医療サービスへのアクセスが悪い地域ほど,インター

ネットは安価で不特定多数の外国人がアクセスできる重

要な情報源となると考えられるので,早急な情報提供が

望まれる｡

5.外国人向け医療情報充実のために

優れた外国人向け医療情報は,ひとつの自治体にのみ

有用な ｢特有｣の情報ではなく,日本のどの地域にも有

用な ｢共通｣の情報ばかりであったことから,情報提侯

における自治体同士の ｢横｣の連携が必要であると考え

られた｡

また,掲載内容の取捨選択には,利用者側の視点を取

り入れることが重要である｡ 日本人にとっては当たり前

でも,外国人には馴染みのないサービス,母国では無料

でも日本では有料なサービス,あるいはその道のサービ

スなど,外国人が望む情報をいかに取 り入れるかが課題

である｡外国人のニーズにこたえる内容とするためには,

外国人住民の編集過程への参画が効果的である (江崎,

2003)との報告もあることから,地域の外国人住民の参

画に期待がかかる｡ 外国人住民が情報碇供に関わること

により,地域住民同士のコミュニケーション促進や,外

国人住民のライフスタイルやニーズについての情報収集

の機会にもなりうる｡

6.医療情報提供におけるインターネットの利点

と限界

インターネットにおける情報提供の利点は,情報の更

新が容易で,パンフレットに比べコストが節約できる点

である (現代文化研究所,2006)｡今回の調査期間中も

ホームページの情報は頻繁に更新され,最新の情報を提

供する有効な手段であることが裏付けられた｡一方,刺

用者側からすると,時間と場所を問わずに安価に情報を

収集できることから,今後も有効な情報収集法として定

着するものと考えられる｡

しかしながら一方で,インターネットの限界も考えな

ければならない｡間接的なコミュニケーション手段なの

で,発信者が伝えたい情報が 100%受け手に伝わるとは

限らない｡一般的な情報を公開することには適している

が,理解しにくい複雑な情報や,個別的な情報を公開す
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ることには適さない｡例えば,健康保険のような複雑な

制度を理解させるには,インターネットには限界がある｡

したがって,このような場合は,インターネットだけで

なく,パンフレットの作成,説明会,相談窓口など,他

の手段の併用も視野に入れる必要がある｡このように,

インターネットの利点と限界を理解したうえで,他の手

段と併用し,外国人-の十分な医療サービス情報を提供

していくことが重要であると考える｡

7.本研究の限界

本研究では対象となった自治体が少なく,また結果的

に財政的に豊かな自治体となったため,全国的な現状を

踏まえたとは言い難い｡インターネットによる外国人向

け医療情報が,外国人にとって理解しやすく,有用な内

容であるかを明らかにするためには,外国人自身が参画

する大規模な調査が必要である｡ あわせて,窓口,パン

フレットなど他の媒体との費用対効果を図る研究も重要

である｡

V.結論

外国人人口が 1万人を超える17自治体のホームペー

ジを調査したところ,全自治体がホームページを有し,

うち76%が外国人向け医療情報を掲載していた｡しか

しながら,医療情報の内容,使いやすさはまちまちであっ

た｡

使用している外国語は,共通語の英語をはじめとして,

韓国語,中国語,ポルトガル語のように外国人人口が多

い言語が取 り入れられていた｡しかし,タイ語に関して

は人口数が多いのに全く用いられていなかったので,早

急な改善が望まれる｡

主な医療情報は,休日･夜間診療,緊急時の対応,母

子健康手帳などであった｡健康保険や無料の母子保健

サービスなど,日本独自の医療サービスについてはより

詳細な情報が必要と思われた｡また,外国人に対応可能

な医療機関や外国語の電話相談窓口の情報は最も緊急性

が高いため,より多くの自治体での情報提供が求められ

る｡

サイトの操作のしやすさの点では,地域外国人のニー

ズを反映した外国語を用いて,医療情報はまとめて表示

し,少ない操作で情報を得られるよう,工夫が必要であ

る｡外国人の意見を取 り入れた改善が望まれる｡
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UsefuJnessofMedicaHnformation
fo｢theForeignResidents

onHomepageofLocaJGovernmentsinJapan

KumiSasaki
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Background:F()reignersunabletoreadJapanesemayencounterdifficultiesaccessingmedicalinformation.The

internet,whichisaneasy,inexpensiveandaccessiblecommunicationtoolforeveryone,maybeapossiblesolutionfor

thisissue.

Purpose:Torelrealtheextenttowhichlocalgovernmentsusetheirwebsitestoprovidemedicalinformationfor

approximately2millionforeignresidentsinJapan.

Methodology:Seventeenlocalgovernmentswithmorethan10,000foreignresidentswereselected.Eachwebsite

wasscoredaccordingtothetypesofinformationandtheeffectivenessofoperation.Thetotalscoresandnumberof

foreignresidentsweretestedusingPearson'scorrelationcoe用.cient.

Result:Allloca】governmentshadwebsitesalthoughtheirqualityvaried.Thelanguagethatwasmostfrequently

usedwasEnglish.Korean,Chinese,Portugueseandotherswerealsoused.AllwebsiteshadanEnglishversion.

760/oofthemhadmedicalinformation,includinginformationonmedicalsysteminJapan,procedureforconsultinga

doctor,callingforanambulance,maternalandchildcareservices,MaternalandChildHealthHandbookandnational

healthinsurancesystem.Itwasdifficulttofindimportantinformationinmostnon-Japaneseversions.Goodwebsites

withplentyofmedicalinformationweremadeincooperationwithotherorganizations.Fewwebsitescontained

usefulinformationsuchasmedicalfacilitieswithbilingualstaffandfreemedicalhotlineinseverallanguages.The

totalscoresandnumberofforeignresidentswerehighlycorrelated.

Discussion:MosLlanguages丘ttheproportionofforeignresidentsexceptThai,whichcouldnotbefoundinanyofthe

websitesinquestion,eventhough manyThaisliveinJapan.Thepositiverelationshipbetweenscoresandforeign

populationmaylbebecausealargerforeignercommunitymakesdemandsformorenon-Japaneseinformation.

Conclusion:76%oflocalgovernmentsprovidedmedicalinformationinforeignlanguages.However,theywerenotas

high inqualityandquantityastheoriginalversions,noraseffectiveinoperation.

Keywords:healthservice,medicalinformation,foreigTler,internet
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